
1 / 4 

EU理事会、手工芸品・工業製品の地理的表示に関する規則案を最終承認 

2 0 2 3 年 1 2 月 1 日 

JETRO ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ事務所 

EU 理事会（閣僚理事会）は、2023 年 10 月 9 日、手工芸品・工業製品の地理的表示

（GI）に関する規則案を最終承認した旨、プレスリリースにて公表した。 

本プレスリリースの概要は以下のとおり。

・ 本規則は、欧州委員会が 2020 年 11 月に発表した「知的財産に関する行動計画」の主

要提案のひとつである。

・ 本規則が発効すれば、生産地に関連する工業製品（アルバセテ（スペイン）のカトラ

リー、ボヘミア（チェコ）のガラス、リモージュ（フランス）の磁器など）の GI は、

地域で生産された食品や飲料と同様の保護を享受することになる。

・ 本規則は、手工芸品および工業製品（宝飾品、織物、ガラス、磁器など）に対して EU

レベルで直接適用可能な GI 保護を確立するものであり、農業分野における既存の GI

保護を補完するものである。欧州連合知的財産庁（EUIPO）は、特に手工芸品および

工業製品の GI 登録手続きに関して、新しい保護制度の実施に重要な役割を果たす。

 手工芸品・工業製品の地理的表示に関する規則（REGULATION (EU) 2023/2411）の概要

は以下のとおり。

＜適用範囲＞

 本規則は手工芸品（Craft）及び工業製品（Industrial Products）に適用される（第 3 条） 

＜定義＞

 手工芸品及び工業製品とは、次のいずれかの製品（Products）を意味する（第 4 条）

 手作業による貢献が完成品の重要な構成要素である場合、完全に手作業で、又は手

動若しくはデジタル工具を使用して、又は機械的手段で製造された製品

 連続生産や機械の使用を含め、標準化された方法で生産された製品

＜地理的表示の登録要件＞

 手工芸品又は工業製品の名称が地理的表示として保護されるためには、当該製品は、

次の要件に適合しなければならない（第 6 条第 1 項）

 製品が特定の場所、地域または国に由来すること

 製品の所定の品質、評判又はその他の特性が、本質的にその地理的原産地に起因す

ること

 製品の生産工程の少なくとも 1 つが、定義された地理的地域で行われていること

 手工芸品又は工業製品の名称が地理的表示として保護されるためには、その製品は、
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第 6 条第 1 項の要件が満たされていることを示す製品明細書に適合していなければな

らない。製品明細書は客観的かつ非差別的でなければならず、定義された地理的地域

で行われる生産工程を示さなければならない。製品明細書には、例えば、地理的表示

として保護される名称であって、製品の生産地の地理的名称、製品の種類、製品の説

明等を含めなければならない（第 9 条） 

＜申請・登録手続（国内段階）＞ 

 登録手続きは各加盟国の国内段階（第 12 条~第 16 条）と EU 段階（第 21 条~第 30 条）

の二段階からなる（第 7 条第 1 項） 

 各加盟国の国内段階の手続は、各加盟国で指定された管轄当局が、国内段階での登録、

製品明細書の補正又は登録取消手続に責任を負う（第 12 条第 1 項） 

 EU 加盟国を原産地とする製品の地理的表示の登録申請は、当該製品を原産地とする

EU 加盟国の管轄当局に行わなくてはならない（第 13 条） 

 2024 年 11 月 30 日までに、加盟国が、当該加盟国内で手工芸品及び工業製品の地理的

表示についての保護を有していない証拠や、これらの保護に対し現地での関心が低い

ことを証明する評価を伴った免除の要請を提出した場合、欧州委員会は、当該加盟国

に対して国内段階での登録申請手続を処理する義務を免除する権限を有する（第 19

条第 1 項） 

 第 19 条第 1 項に基づいて例外が認められた場合等には、当該加盟国の申請人は EUIPO

へ直接申請する（第 20 条第 1 項） 

＜申請・登録手続（EU 段階）＞ 

 EU 段階での登録手続は、以下を対象とする（第 21 条） 

 国内段階での登録申請に対し好意的な決定が行われた後に、EU 加盟国の管轄当局が

提出した申請に関する EU 段階での登録手続 

 第 20 条に従って提出された直接申請 

 EU 加盟国外からの地理的表示の登録申請に関する手続 

 EU 加盟国又は EU 非加盟国の権限を有する当局又は、正当な利益を有する者は、EU

登録簿への公告から 3 月以内に、EUIPO に対して異議申立を行うことができる（第

25 条） 

 地理的表示の登録は、一般用語が地理的表示として登録された場合、製品が製品明細

書に適合していることが保証されなくなった場合、少なくとも 5 年間連続して、その

地理的表示に関する製品が上市されていない場合等に取消される（第 32 条） 

＜EUIPO の役割＞ 

 EUIPO に手工芸品及び工業製品の地理的表示部門を設置し、次の事項に関して責任を

負う（第 34 条第 1 項） 

 地理的表示の登録申請 

 製品明細書の補正請求 

 登録申請又は製品明細書の補正請求に対する異議申立 
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 EU 登録簿への登録 

 地理的表示の登録取消請求 

 手工芸品及び工業製品の地理的表示の管理のため、EUIPO は EU 登録簿をデジタルシ

ステムとして設立し、維持する。この登録簿は、公衆が容易にアクセスでき、機械読

取可能な形式でなければならない（第 37 条第 1 項、第 67 条第 1 項） 

 EUIPO 審判部は、本規則に基づく EUIPO の決定に対する不服申立を決定する権限を

有する（第 36 条） 

＜アドバイザリーボードの設置＞ 

 EUIPO の地理的表示部門、審判部は異議申立、製品明細書の補正、登録取消等を含め

た手続のいかなる段階においても、品質基準の評価、製品の特性と地理的原産地の関

連性の評価等に関して、アドバイザリーボードに諮問することができ、欧州委員会の

要請があれば諮問しなければならない（第 35 条） 

＜発効＞ 

 本規則は、EU 官報に掲載された翌日から 20 日目に発効し、2025 年 12 月 1 日から適

用される。 

 ただし、第 19 条第 1 項および第 2 項（国内段階での登録手続免除）、第 35 条第 1 項

（アドバイザリーボードの設置）、第 37 条第 7 項及び第 67 条（EU 登録簿のための IT

システム）、第 68 条（欧州委員会の手続）、第 69 条（欧州委員会への権限委任）、な

らびに第 71 条第 2 項（国内段階での登録手続免除のための情報提供と申請）は、2023

年 11 月 16 日から適用される（第 73 条） 

 

 本規則は、上記の通り、主に準備に係る内容については、既に 11 月 16 日に適用されて

いる。その後、準備期間を経て 2 年後の 2025 年 12 月 1 日から本格的に適用されることと

なる。 

本規則により、EUIPO には、手工芸品及び工業製品の地理的表示部門が新たに設置され、

当該業務を新規で担当することとなる。また、その他にも、標準必須特許（SEP）の規則

案（COM(2023) 232 final）において、特許分野についても新たな業務を担うことが期待さ

れており、標準必須特許の規則案が実現した場合には、今後著しく業務を拡大することと

なる。今後、EUIPO にてどのような検討や準備がなされていくのかについて、引き続き注

視していく必要がある。 

 

－ EU 理事会のプレスリリース等は、以下参照 － 

（プレスリリース） 

Geographical indications for craft and industrial products: Council gives its final approval 

（手工芸品・工業製品の地理的表示に関する規則） 

REGULATION (EU) 2023/2411 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 

of 18 October 2023 on the protection of geographical indications for craft and industrial products 
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and amending Regulations (EU) 2017/1001 and (EU) 2019/1753 

 

－ 知的財産に関する行動計画についての欧州知的財産ニュースは、以下参照 － 

 EU 理事会、意匠保護に関する法律を近代化するための提案に対する立場を採択（2023

年 10 月 9 日）（PDF） 

 欧州委員会、補充的保護証明書に関する規則案を発表（2023 年 5 月 4 日）（PDF） 

 欧州委員会、欧州全体の強制実施権の付与に関する規則案を発表（2023 年 5 月 3 日）

（PDF） 

 欧州委員会、標準必須特許など知的財産に関する一連の規則案を発表（2023 年 4 月 27

日）（PDF） 

 欧州委員会、知的財産権の強制実施権に関する報告書を公表（2023 年 2 月 13 日）（PDF） 

 欧州委員会、意匠保護に関する法律を近代化するための提案を採択（2022 年 12 月 16

日）（PDF） 

 欧州委員会、特許の強制実施権の枠組みについての意見募集を開始（2022 年 4 月 5 日）

（PDF） 

 欧州委員会、標準必須特許（SEP）に関するパブリック・コンサルテーションを開始 

（2022 年 2 月 15 日）（PDF） 

 欧州委員会、意匠の保護及び EU 全体での非農産品の地理的表示の保護に関するパブ

リック・コンサルテーションのサマリーレポートを公表（2021 年 10 月 27 日）（PDF） 

 欧州委員会、意匠の保護及び EU 全体での非農産品の地理的表示の保護に関するパブ

リック・コンサルテーションを開始（2021 年 5 月 4 日）（PDF） 

 欧州委員会、知的財産に関する行動計画を採択・公表（2020 年 11 月 25 日）（PDF） 

 欧州委員会、知的財産行動計画策定に向けた意見募集を開始（2020 年 7 月 14 日）（PDF） 

 欧州委員会、意匠制度に関するコンサルテーションを開始（2018 年 12 月 20 日）（PDF） 

 

（以上） 


